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1 . 研究の背景
本研究は、学生の学修成果の可視化と、それが学生の学びに対する意識に与える影響の解明を目的
とする。近年、学校教育において学修成果の可視化に関する議論が活発化しており、文部科学省の中
央教育審議会答申（2012）「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて」でも、「大学にお
ける学修成果を各大学や分野の特性に応じて可視化することが重要」とされている。さらに、中央教
育審議会大学分科会（2023）で審議されたように、学修者が「何を学び、身につけることができるの
か」を明確にし、その成果を自ら実感できる教育の実現が求められている。授業評価アンケートや
GPAなど、多様な指標を用いた学修成果の把握は、大学における教学マネジメントの確立に必要な情
報とされる一方、世界的な基準は確立されておらず、多くの大学が試行錯誤を続けている。また、大
学において 3つのポリシーが策定・運用されていることを踏まえても、教育成果の説明や教育活動改
善の状況を社会に示していく責任がある。
経営学部では、ICT を活用した教育を推進し、初年次からの情報教育を効果的に実施することで、
専門教育を円滑に進めるためのコンピュータリテラシーの定着を目指してきた。その取り組みとし
て、 1 年次前期「情報リテラシー」（表 1）、 2 年次前期「経営データの分析A」（表 2）を開講して
いる。 2科目の授業計画を表 3、表 4に示す。各回の教育内容は、具体的な例題を用い、実務での活
用をイメージできるよう構成している。「情報リテラシー」では、大学のコンピュータシステムの利
用や情報セキュリティ・情報モラルについて解説した後、Word によるレポート作成、Excel による
データ整理・集計、PowerPoint による資料作成を通じて、操作技術に加え、情報を適切に整理し分
かりやすく伝える力を養う。「経営データの分析A」では、実際の事例を用いながら、データの読み
方、扱い方、結果の解釈方法を段階的に解説する。学生は修得した知識・技能をもとに課題に取り組
み、内容の定着と実務での活用イメージの形成を図る。教員は、操作技術の習得のみに偏らないよう
留意しつつ、机間指導や質疑応答を通して自ら考えることを促し、主体的な学びを支援する。これら
の科目では、受講前に「基礎能力判定試験」を実施し、学修成果の定着度を測定してきた。しかし、
これまでは教員の授業改善を主な目的として利用しており、学生自身が年次ごとに学修到達度を確認
できる形での活用は十分ではなかった。本研究では、受講前後の試験結果をデータ処理し、視覚的に
確認できる形で学生にフィードバックすることで、学修成果の可視化が学生の ICT活用に対する学修
意欲や主体的な学びにどのような心理的変化をもたらすのかを明らかにし、得られた知見を授業改善
に活用することを試みた。

ICT 活用教育における学生の学修レベルの把握と
可視化による授業改善に関する研究

栢木 紀哉（経営学部）
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表 1　「情報リテラシー」の概要

表 2　「経営データの分析A」の概要

表 3　「情報リテラシー」の授業計画
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表 4　「経営データの分析A」の授業計画
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2 . 研究の方法
2 年目にあたる2025年度は、2024年度に実施した「基礎能力判定試験①、②」および「学修成果の

振り返り」の分析に加え、 2年次生を対象とした調査を通して、ICT 活用教育の学修効果と学修成果
の可視化が学生の意識に及ぼす影響を分析した。
まず、新入生を対象に実施した「基礎能力判定試験①」および振り返りの結果を分析し、学生が
フィードバックを通して自身の学修状況をどのように捉え、どのような気づきや達成感を得ていたか
を調べた。特に、学修計画の到達度と実際の成績との関連性に注目し、「基礎能力判定試験②」の結
果も踏まえながら、学修成果の可視化が学修への主体的な取り組み姿勢や学びの方向性に与える影響
を検討した。
次に、 4月に「経営データの分析A」の受講生を対象として「基礎能力判定試験③（Excel 編）」を
実施し、半年間の ICT 活用能力の習熟度の変化を測定した。結果はレーダーチャートとして可視化
し、学生個々の得点と全体平均を比較できる結果レポート（PDF）を作成して、manaba を通じて
フィードバックした。その後、自己評価アンケートを実施し、可視化が学生の学修意欲や主体的な学
びにどのような影響を及ぼすかを分析した。さらに、 7月に同じ受講生を対象として「基礎能力判定
試験④（Excel 編）」を実施し、試験③との比較により授業を通じたスキル修得および定着度を具体
的に測定した。
以上の 4回の判定試験（①～④）と学修成果の振り返り、学修目標等のデータを統合的に分析する
ことで、ICT活用教育の学修効果と可視化の効果を明らかにした。

3 . 結果と考察
本報告で分析対象とした学生28名につい
て、スキル定着度の推移の要因を、各判定
試験の得点率および試験後に実施したアン
ケート調査の結果をもとに考察する。それ
ぞれの判定試験に取り組む時間についてど
のように感じたかを尋ねた質問の結果を図
1～図 4 に示す。「非常に短かった」、「やや
短かった」を合わせた「短かった」と感じ
ていた学生は、判定試験①では71.5％、判定
試験②では15.3％、判定試験③では92.7％、
判定試験④では75.0％であった。試験の得点
率と取り組む時間に対する印象との間に明
確な相関は見られなかったものの、得点率
の低い試験では、解答時間を短いと感じて
いた学生の割合が高かった。
次に、2年次科目「経営データの分析A」
受講前に実施したアンケートにおいて、
「Excel 使用する機会の有無」について尋ね
たところ、「ほとんど使用しない」と回答し
た学生が60.7％であった（図 5）。このこと
から、 1 年次科目「情報リテラシー」受講

図1　基礎能力判定試験①に取り組む時間

図 2　基礎能力判定試験②に取り組む時間
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後の半年間に Excel を使用する機会が少な
かったことが、スキルの定着度の低下に影
響した可能性があると考えられる。したがっ
て、継続的に活用する機会を設けることが
スキルの定着に重要であると考えられる。
今後の課題として、本研究で設定した「学
修成果の可視化は学生の主体的な学びに効
果を及ぼす」という仮説について、十分検
証できなかったことが挙げられる。この仮
説を検証するために、判定試験②および④
後に実施するアンケートに、「基礎能力判定
試験の結果を確認することが授業に対する
目標設定に役立ったか」、「学修計画を立て
ることが学ぶ意欲の向上につながったか」
といった項目を追加することが有効である
と考えられる。今後の研究では、これらの
点について検証を進めたい。

図3　基礎能力判定試験③に取り組む時間

図 4　基礎能力判定試験④に取り組む時間

図 5　Excel を使用する機会の有無
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1 . 研究の背景
本研究は、2020年度以降のコロナ禍で蓄積されたオンデマンド授業の知見を基盤とし、ICT を活用
したアクティブ・ラーニング型授業の教材・カリキュラムをさらに発展させ、その高度な評価手法を
確立することを目的とする。現在の大学教育では、複雑化する社会課題を自ら発見し、主体的に解決
策を模索する姿勢が求められている。一方で、長引いた遠隔授業期間を経て、大規模な対面講義にお
ける心理的・身体的負担や、集団の中での「受動的な孤立」を感じる学生が増加している実情もある。
こうした背景を踏まえ、今年度はオンデマンド授業の持つ「内省的な個別学習」の柔軟性と、対面
授業の持つ「創発的な相互作用」を戦略的に融合させた「ブレンデッド・ラーニング（BL）」モデル
を構築した。特に、大規模講義における「心理的レジリエンス」の確保と、知識の定着から活用への
シームレスな移行を実現するため、学習設計の最適化を試みた。単なる知識伝達に留まらず、学生が
いかにして社会課題を「自分事化」し、具体的な行動につなげられるかという行動実践力の育成に焦
点を当て、そのプロセスを科学的・多角的に検証することを目指した。

2 . 研究手法
　   研究設定

経済学部の開講科目「国際協力論」（全30回、受講生205名）にて、非同期オンライン（オンデマン
ド）と対面を組み合わせた BLを実践した。2024年度は、前年度までの完全オンデマンド実施の成果
を継承しつつ、オンデマンド26回と対面 4回を組み合わせる「26： 4 」の比率へと刷新した。本研究
では、この新形態における学習モデルを、展示ポスターにて図で示した、「 3つのM（ 3Ms）」の枠
組みを用いて構築・評価した。
Modality（形態）：知識習得の基盤をオンデマンドに置き、対面授業を高次の協働学習に特化させ
た。「26：4 」という比率は、学習の定着期間を考慮し、十分なインプットの後に集中的なアウトプッ
トを配置する「知識蓄積型BLモデル」として設計した。
Media（媒介）：講義動画や LMS等のデジタルメディアと、すごろく製作等のアナログな身体的ワー
クを融合させた。デジタルメディアは「繰り返し視聴による理解の深化」を担い、アナログメディア
は「触覚的な試行錯誤と身体性を伴う対話」を担うよう役割を分担させた。
Method（方法）：受動的な視聴だけでなく、他者との対話やフィールドワーク、最終的なプロジェ
クト型学習を段階的に配置した。例えば、課題としてクイズ作問を導入することで、学生が教える側
の視点に立ち、情報を再構成するプロセスをMethod 軸の中核に据えた。

　   対面授業とオンデマンド授業の役割
本実践では、両形態を単に交互に行うのではなく、学習フェーズに応じた役割の分離と統合を図っ
た。対面授業（全 4回）では、200名規模の講義で懸念される「受動的な孤立」を打破するため、グ
ループ内での対話やプロジェクト立案などの「高次のアウトプット」に完全特化した。ここでは、対
面でしか得られない、非言語情報の交換（ノンバーバル・コミュニケーション）や即興的なアイデア

オンデマンド授業の経験を活かした
ICT×アクティブ・ラーニング型授業の実践と評価

神谷 祐介（経済学部）
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の連鎖を最大化させるためのファシリテーションを重視した。一方、オンデマンド授業（全26回）で
は、個人のペースで思考を深める「内省的なインプット」を担保した。この設計により、オンデマン
ド授業で蓄積された個人の洞察が、対面での議論を駆動する資源となる「ブレンド効果」の創出を
狙った。

　   研究設問
授業の到達目標「現代の国際協力の理論と実態を理解し、身近な行動に移す」に向け、以下の研究
設問（RQ）を設定した。
RQ 1：BL型授業における学習効果最大化のための最適な内容と比率は何か？
RQ 2：従来の手法では測定困難な「意識構造の変容」や「行動実践力」を客観的に測定するための
多角的評価手法をどう構築するか？

3 . 研究設問
LMSを通じて第 1回から第30回まで継続的に実施したアンケートおよび課題成果物に対し、質的・
量的な多角分析を行った。
RQ 1 ：最適な内容と比率の検証
テキスト分析とプレ・ポスト比較の結果、オンデマンドと対面の「26： 4 」という比率は、大規模
講義における「心理的不安の解消」と「学びの深化」を両立させる有効な配分であることが確認され
た。心理面では、当初は対面ワークに不安を感じていた学生の82％が、最終的に高い満足度を示し
た。これは、長期のオンデマンド期間で十分な知識の貯金を作った後に対面授業を実施したことで、
学生が自信を持って発言できたためと考えられる。また、共起ネットワーク分析の結果、オンデマン
ドで得た知識が、対面時の「気づき」や「自分事」というキーワードと統計的に有意に結びついてい
た。対面を全30回の約 1割に絞り込み、アウトプットに特化させたことで、密度の高い「ブレンド効
果」が実現されたと考えられる。

RQ 2 ：多角的評価手法の確立
本研究では、測定が困難な学習成果を可視化するため、テキスト分析、プレ・ポスト比較、ルーブ
リック評価を組み合わせた評価モデルを運用した。「意識構造の変容」については、テキスト分析と
プレ・ポスト比較により、初期段階に見られた「他者事としての知識受容」から、終盤における「自
分事としての社会実装」へと意識が遷移するプロセスを明確に捕捉した。また、「行動実践力」につ
いては、最終課題である小学校での出前授業計画に対してルーブリック評価を行った。その結果、「知
識の応用」項目においては85％の学生が高スコアを記録した。これは、児童労働や紛争地の性暴力と
いった複雑な題材を、学生が反転学習的に咀嚼し、第三者に伝わる形へと高度に再構成できたことを
裏付けている。

4 . 今後の課題
本研究の成果を次世代型教育モデルへと進化させるため、以下の 3つの課題に取り組む。第 1に、
Modality 軸における時間設計の動的化である。今回の「オンデマンド26回：対面 4回」という比率は
一定の成果を収めたが、受講生からは、より継続的な伴走を求める声もあった。今後は、オンデマン
ドでの内省と対面での共創を交互に繰り返す「螺旋状のサイクル」を意識し、学習目標に応じて比率
を柔軟に伸縮させるなど、時間軸をより動的に設計する必要がある。第 2に、Media 軸とMethod 軸
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の交差による経験の拡張である。すごろく製作等のアナログワークとデジタルの融合をさらに深め、
学生の試行錯誤のプロセスをデジタルアーカイブ化して相互参照できる仕組みを検討したい。また、
Media 軸として生成AI をフィードバックやアイデア出しに積極的に活用し、個別最適化された学び
と集団的な知の共有を両立させるアプローチを強化する。第 3に、立体的な評価モデルの精緻化であ
る。今回確立した評価手法を基盤としつつ、今後は LMSの学習ログとAI 解析を統合し、学習者やグ
ループの変容をリアルタイムに可視化するシステムの構築を目指す。プロセスと成果を統合した評価
モデルを洗練させることで、大規模講義においても「個の深化」と「集団の創発」が立体的に交差す
る教育環境を確立させたい。
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1 . 研究の目的
本研究において対話力を取りあげた理由は 2点ある。 1点目は、相手の意図や価値観を受け入れた
うえで発言内容を理解する力や自身の意見を正しく、わかりやすく相手に伝える力は他者との協働に
おいて必要な力だと考えられるからである。 2点目は、他者との対話を通して自分とは異なる価値観
や考え方に触れることで多角的に物事を考える力の向上に繋がると考えられるからである。

2 . 研究内容
本学では各部署において学生スタッフが活動している。担当する業務の内容や、業務に関わる研修
など学生スタッフを取り巻く環境は部署ごとに大きく異なるのが現状である。大学は高等教育機関で
あるため学生を雇用する場合には、学生スタッフとしての経験がどのような能力の育成に繋がるのか
を念頭に置く必要があると考えられる。また「令和 4年度大学設置基準等の改正について」（文部科
学省 ,2022）では、指導補助者に対して研修を実施することが義務づけられた。もちろん明文化され
ていなくとも、学生を雇用する際には何らかの教育効果を期待したうえで業務内容や研修内容を検討
し、実施していることが予想される。しかし、各部署における学生スタッフの実態については大学全
体で共有できていないのが現状である。そのため、まずは学生スタッフの管理・把握・雇用の状況に
ついて各部署にアンケート調査を行うことから本研究を開始した。

3 . 研究成果
本研究では、①学生スタッフの管理・把握・雇用の状況に関わるアンケート調査、②学生スタッフ
の活動に対する意識調査、③協働に必要な対話力の育成を目的とした研修プログラムを実施した。
①のアンケート調査は2025年 4 月 9 日～25日に実施し、調査を依頼したすべての部署から回答が得
られた。その結果、全45部署中26部署にて何らかの形で学生スタッフが活動していることが明らかと
なった。10学部全てにおいて、TAをはじめとする教育系アシスタントの雇用が確認された。TAをは
じめとする指導補助者については研修が義務づけられているが、研修を実施していない学部もあるこ
とが明らかとなった。
②の意識調査は2025年 5 月23日～ 6 月30日に実施し、291名の学生スタッフから回答を得た。その
結果、学生スタッフがその活動において最も関心を寄せているものがコミュニケーション能力である
ことが明らかとなった。支援対象の学生や来場した保護者、高校生などに対するコミュニケーション
能力の向上を実感している学生スタッフが多い一方で、ともに活動する学生スタッフ間で円滑にコ
ミュニケーションを図ることに課題を抱えている、困難だと感じる学生スタッフが散見された。意識
調査の最後に「予定が合えば、さまざまな人と一緒に働く際に必要な力を育成するためのプログラム
（※③の研修プログラム）に参加したいと思いますか」と尋ねたところ、232名から「参加したい」と
の回答が得られた。 7月上旬に「参加したい」と回答した232名に対し研修プログラムの詳細と改め
て参加希望の有無を尋ねたところ79名から回答が得られ、そのうち43名から参加を希望するとの回答
が得られた。この43名に対しmanaba を通して研修プログラム参加可能時限を尋ね、深草学舎・瀬

学生スタッフの対話力育成を目的とした研修の効果検証
小林 珠子（学修支援・教育開発センター）
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田学舎それぞれで最も多くの学生が参加できる時限を研修プログラム実施日とした。
③の結果、本研修プログラムを通し「話し合いで自主的に意見を言うことができる」力が向上した
ことが確認された。本研修プログラム参加者は、研修プログラム受講前、各回の研修プログラム終了
時に同一内容のアンケートに回答した。アンケートでは協働に関わるスキルについて14項目尋ねてい
る。14項目中、回を重ねるごとに自己評価が高くなった設問は「12）話し合いで自主的に意見を言う
ことができる」のみであった。本項目の自己評価が向上した理由として、アイスブレイクを通してグ
ループメンバー間の心理的安全性を高める工夫を取り入れたこと、ブレスト方式を採用したことが挙
げられる。実際に参加学生からは「グループワーク、ペアワーク、個人ワークでインプットとアウト
プットを繰り返して次何を話すかを徐々に洗練することができた。 3回じゃ足りないので教養の授業
とかになれば面白いと思います」、「ふせんを貼っていく、グループ分けをする、ということでお互い
の意見を出しやすかった」という声が寄せられた。一方で、回を重ねるごとに自己評価が下がった項
目は「11）どんな問題にも対立する二つの見方（意見）があると思うので、その両方を考慮するよう
に努める」であった。これは、本研修プログラムを通してホスピタリティの高い学生同士が交流した
ことにより、本設問に対する自己評価が低下したと考えられる。

4 . 今後の課題
今後の課題は 3点ある。 1点目は、学生参画に対する教職員および学生の認知度や関心度が高いと
言えないことである。教職員や学生の意識を同時に変化させることは難しい。そのため、2026年度は
学生の意識変化を促すための方策を検討し実行に移す予定である。 2点目は、学生スタッフ同士の交
流が少ないことである。研修プログラム第 1回のアイスブレイクでは、お互いのことを知るために自
己紹介を行った。そこで初めて相手が従事する学生スタッフの存在を知ったという意見が散見され
た。学部連合学生会主催 FD「龍大しゃべり場」のように、イベントの発案・企画・運営に携わる学
生スタッフも存在する。こうしたイベントの課題として、参加学生が少ない・集まらないことが挙げ
られる。学生スタッフ同士がお互いの活動を知る、興味や関心を持つことでイベント参加者が増加す
ると考えられる。したがって、2026年度は学生スタッフ同士が交流する機会を設ける予定である。 3
点目は、協働に関わる意欲が高い学生であっても、協働に関わる思考力や態度・姿勢、経験値が高い
わけではないことである。2025年度に実施した研修プログラムのように、実践できる場や機会を設け
ることで態度・姿勢、経験値を高められると考える。2025年度に実施した研修プログラムの内容など
を見直し、引き続き2026年度にも実施していく予定である。
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